訴　状

平成２９年　２月　６日

大阪地方裁判所　御中

原告　川東　大了　㊞

損害賠償請求事件

訴訟物の価額　金１５０万円

貼用印紙額　　金１３，０００円

当事者目録

原　告
住所兼送達場所

〒５７３－００１５　大阪府枚方市村野東町４７番２０号

氏　名　川東　大了（かわひがし　だいりょう）
電　話　＊＊＊－＊＊＊－＊＊＊＊
ＦＡＸ　＊＊＊－＊＊＊－＊＊＊＊
被　告
住　所　＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

氏　名　泥　憲和（どろ　のりかず）

請求の趣旨
1． 被告泥は、原告川東に対し金１００万円及びこれに対する平成２８年２月３日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
2． 被告泥は、原告川東に対し金５０万円及びこれに対する平成２８年３月５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

3． 訴訟費用は被告泥の負担とする

との判決及び仮執行の宣言を求める。

請求の原因

第1　当事者

１　原告　川東大了
原告の川東大了（以下、「原告川東」という。）は、国家資格である第２種電気工事士を持ち、電気工事業を行って生計を立てている。

平成２１年７月頃から市民団体「在日特権を許さない市民の会」（以下、「在特会」という。）の幹事となり、平成２４年６月頃まで執行役員も務めたが、現在は退会している。

平成２５年２月頃、維新政党新風（以下、「新風」という。）の党員になった。

在特会、新風における活動は多岐にわたるが、主に日本国民の生命と財産を守る為の活動、ご先祖様の名誉を守る為の活動、そして、人種差別撤廃の為の活動等を積極的に行って来た。

平成２７年４月に、枚方市議会議員選挙に新風の公認候補として立候補し「違法賭博であるパチンコの廃止」「（本来の生活保護法では救済の対象外である）朝鮮人への生活保護の廃止」「ヘイトスピーチ反対」「（犯罪率が高くて危険な）朝鮮人のいない枚方市を目指す」「日本人の権利を取り戻す」等を訴え、１２２６票の得票を得た。

平成２８年１２月２７日、政治団体「朝鮮人のいない日本を目指す会」（以下、「朝ない会」という。）を設立し代表職に就任している。

本件訴訟にも関連が出て来ると思われるので述べておきたいが、原告川東は２つの事件（京都朝鮮学校都市公園法違反事件糾弾活動と日教組募金詐欺疑惑糾弾活動）について逮捕・起訴され執行猶予付きの有罪判決を受けた事実があり、その有罪判決を受けた２つの事件についてそれぞれ民事訴訟を提訴され、双方ともに原告の請求の一部が認められる判決が出ている。更に、その有罪判決を受けた２つの事件とは別に平成２３年１月２２日に奈良県御所市の水平社博物館前で行った街宣に対して、水平社博物館より民事訴訟を提訴され、原告の請求の一部が認められる判決が出ている。しかし、水平社博物館前で行った街宣に対しては、何らかの犯罪の事実があるとして起訴された事実はおろか、刑事告訴された事実すらない。
更に付け加えると、先に述べた有罪判決を受けた２つの事件での民事訴訟は、原告川東側は弁護士を訴訟代理人にして争ったが、水平社博物館から提訴された民事訴訟は、水平社博物館側は５名の弁護士を訴訟代理人となっていて、原告川東は只１人で本人訴訟で争ったものである。勿論、原告川東は法律の専門家ではなく全くの法律の素人である。

読売新聞の平成２５年５月１４日の記事によると、本人訴訟は不利であると考えている裁判官が２割ほどになると言う最高裁司法研修所の調査結果を報じており、同記事によると「被告が弁護士抜きで敗訴した訴訟の約３割についても同様の回答があり」とされている。
水平社博物館が提訴した民事訴訟は１０００万円の請求に対して、１５０万円の支払いが命じられ、原告川東は判決に納得した訳ではないが、原告川東は法律の素人である事などから、控訴しても有意な結果が出ると言う確証が持てない事、控訴の手続きや、その為に必要な書面の作成等に関して、書面の書き方から勉強しなければならず、控訴期間中に書面を作成する事すら可能かどうか分からなかった事、原告川東は生活保護受給者などではなくて仕事をして生計を立てている人間であるので、平日は仕事をしなければならない等の状況から期間内に控訴の手続きが完了出来るかすら確証が持てなかった事、控訴に挑めば仕事にも影響が出て、仕事上の関係先に迷惑をかけてしまう事が明らかであった事などなどの状況に鑑み、控訴はせずに一審の判決で確定された。
如何なる判決であっても判決は判決ではあるが、法律の専門家である弁護士５人と、法律の素人が１人で争った民間対民間の判決であり、１審で確定した判決である事はここで述べておきたい。
尚、京都朝鮮学校都市公園法違反事件糾弾行動（以下、「京都行動」という。）と日教組募金詐欺疑惑糾弾行動（以下、「徳島行動」という。）、そして水平社博物館歴史捏造糾弾街宣行動（以下、「奈良行動」という。）については、それぞれ原告川東の主張を述べた書面を証拠資料として添付する。（甲第１号証～甲第３号証）
（１）在特会について

現在原告は在特会を退会しているが、本件訴訟にも関連が出て来ると思われるので、在特会についても説明しておきたい。

在特会は、在日韓国・朝鮮人に対する不当な差別であり、人種差別撤廃条約が人種差別であると定義する「特定の人種に優先を与える事」に該当する「特別永住資格者制度」の廃止を究極の目標として活動を行っている。

それ以外にも様々な在日韓国・朝鮮人に対する優遇処置、特権的な待遇に対して「在日特権」と称して廃止を求めて活動を行っている。

「特別永住資格者制度」とは「入管特例法」（正式名称「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法」）に基づき施行されている制度であり、主に朝鮮人や台湾人が対象となる法律であるが、一般の外国人が日本で永住する為に必要な「一般永住資格」とは別に「特別永住資格」と呼ばれる資格を付与する制度である。

この制度・法律においては、通常の外国人が一般永住資格を取得する際に求められる「素行が善良であること」「独立の生計を営むに足りる資産又は技能を有すること」「一般永住資格の付与が日本国の利益に合致すると認められること」等の要件がなく、更には犯罪を犯した場合の退去強制についても、特例が設けられており、一般永住資格の外国人が基本的には懲役１年を超える実刑判決を受けたら退去強制されるのに対して、特別永住資格者は懲役７年を超える実刑判決を受けた場合にのみ法務大臣の判断で退去強制させる事が出来るとなっているのみで、実際には犯罪を理由に退去強制された事例は確認されていない。

退去強制が実質的に無い事などにより、在日韓国・朝鮮人の犯罪率は非常に高くなっており、警察庁が公開している犯罪統計を計算すると、凶悪犯罪全体で約３倍、粗暴犯全体で約４倍になっている。

（２）朝鮮人のいない日本を目指す会について

日本人の生命と財産を守る為に、危険、かつ脱法的な外国人である朝鮮人を適法に排斥し、善良な日本人が安心して幸福に暮らせる日本にする為を目的とした政治団体である。（甲第４号証）
（３）京都行動について

甲第１号証参照
（４）徳島行動について

原告川東は、徳島県教組より民事訴訟を提訴され、当初は本人訴訟で争う事になる可能性もあった為に原告川東は自身の答弁書（準備書面）を作成した。その後、訴訟代理人を選任した為に原告川東の作成した答弁書は使用する事は無かったが、原告川東はその答弁書を世間一般に公開していた。

その答弁書に、原告川東の徳島行動に対する見解が詳しく述べられているので、その答弁書を甲第２号証として添付する。
（５）奈良行動について

奈良行動は、先述の（３）京都行動、（４）徳島行動に対して逮捕・起訴された後に保釈で出ていた平成２３年１月２２日に行った行動である。

発端は水平社博物館が開催していた「コリアと日本」と題する特別企画展を原告川東が閲覧した事に始まる。在特会の副会長として在日コリアン問題に携わる関係上、李氏朝鮮の歴史についても関心があり、水平社博物館を訪れた際に、その展示内容にいくつかの問題を見つけた。

歴史事実に明らかに反するもの、諸説ある中から少数派の見解を歴史事実だとして記載しているもの、真偽の疑わしい内容を歴史事実だとして記載されているもの、或いは特定の職業（売春家業）について差別や偏見に満ちた記載がされている箇所等である。
職業に貴賤はないはずであり、現在では売春行為は犯罪行為となって当然のように反社会的な行為の一つになっているが、過去には売春が合法だった時期もあり、当然であるが、売春が合法な時には売春と言う行為は立派な一つの職業であった。しかし、水平社博物館は現在の価値観によってなのかは不明であるが、自らの自由意志で慰安婦となった人達に対して「奴隷」なる文言を使用して侮辱する等の看過し難い人権侵害があったので抗議を行ったものである。

この問題は、現在でも大韓民国との外交問題として大きな懸案事項となっているいわゆる「従軍慰安婦」問題に関わる事である。勿論、本訴はいわゆる「従軍慰安婦」問題の真偽や真相を問うものではないので、ここではいわゆる「従軍慰安婦」問題については詳細は述べないが、このいわゆる「従軍慰安婦」問題こそが、日本人のご先祖様や朝鮮人のご先祖様（日韓併合時は朝鮮半島は日本国であり、朝鮮半島の人間も日本人であった。）に対する最大の侮辱・名誉棄損であり、近年社会問題となっているいわゆる「ヘイトスピーチ」そのものである。
先の大戦の際、被差別部落民に対する差別の解消の為に、解放の父と呼ばれた松本治一郎は「天皇陛下の下、一君万民である。我々（エタ）も天皇陛下の赤子として国の為に戦って血を流す権利がある。」と訴えかけた。

そして、多くの被差別部落民（エタ）がアジアの解放と言う大義を掲げた聖戦に参加し、勇猛果敢に戦ったのである。

又、日韓併合により当時の朝鮮半島は日本国となっており、多くの朝鮮地方出身の日本人も兵隊に志願し、少なからずの朝鮮地方出身の兵士もいた。

いわゆる「従軍慰安婦」問題は、朝鮮半島（済州島）において日本軍や官憲等が約２０万人の婦女子を強制的に連行して行き、無理やりに性奴隷にしたと言う問題であるが、これが歴史の真実だと言うのであれば、朝鮮地方の人間は目の前から自分達の愛する娘や妹、嫁さんが無理やり連れ去られても黙って見ていた腰抜けだったと言う事になり、ひいては「朝鮮人は腰抜け民族だ」と言うヘイトスピーチとなるものである。又、解放の父・松本治一郎の言葉の通り、国の為に戦って血を流す権利があるとして聖戦に参加した多くの被差別部落民（エタ）のご英霊に対しても「人攫い」「強姦魔」の事実無根の冤罪をでっちあげるものであり、原告川東は一貫して「朝鮮人は目の前から愛する家族が連れ去られて黙って見ている腰抜け民族じゃない」「そんな事があれば朝鮮人は命懸けで戦う」「日本軍の中には多くの朝鮮地方出身の兵士もいたのだから、同郷の若い婦女子が性奴隷とされていれば、黙っているはずがない」「穢多のご先祖様は天皇陛下の赤子として皇軍に加わり、軍規正しく勇敢に戦った。決して人攫いや強姦魔ではない」と主張して来た。
そのような活動を続けて来た原告川東にとって、いわゆる「従軍慰安婦」問題を歴史事実であるかの如く喧伝する水平社博物館の特別企画展「コリアと日本」は絶対に許す事が出来なった。

正に、日本人に対するヘイトスピーチを糾弾する行動であった。

この奈良行動に対して水平社博物館は民事訴訟を提訴し、原告川東は本人訴訟で争ったので、いくつかの答弁書・準備書面を作成した。水平社博物館側の訴状や準備書面、証拠書面と、原告川東の答弁書・準備書面、証拠書面の全てを添付すると膨大な分量となるのと、繰り返すが本訴は奈良行動の是非を問う主旨のものでもない為、原告川東が提出した準備書面（１）を甲第３号証として添付する。
（６）在日特権条例に抗して日本人を守る講演会＋公開討論会について

原告川東は平成２８年１月１５日に大阪市が「大阪市ヘイトスピーチへの対処に関する条例」（以下、「ヘイスピ条例」という。）を可決した事に関連して、訴外瀬戸弘幸氏（以下、「瀬戸氏」という。）より「大阪でこの条例に関しての講演会を開きたい。出来るだけ早い内にやりたい。何処か会場を借りて欲しい。」と要望を受けた。

瀬戸氏はヘイスピ条例が、日本人による正当な韓国批判に対する言論弾圧として恣意的に運用されると危惧していたようであったが、原告川東はヘイスピ条例については特段に危険視はしておらず、「日本人に対するヘイトスピーチも対象とする」としていた事から、可決されたのならむしろそれを利用すれば良いと言う考えを持っていた事もあり、特段に危険視してはいなかった。瀬戸氏とはヘイスピ条例に対しての考え方には違いがあった。

しかし、瀬戸氏とはこれまで在特会や維新政党新風での活動を通じて、共闘してきた仲間である事から、瀬戸氏の要望を快諾し原告川東はすぐに大阪市内で集会を開催する会場を探す事になった。

原告川東はインターネットでの空室検索を行った所、なかなか希望する会館に空室が見つからず、やっと空室を見つけたのが東住吉会館であった。原告川東は過去に何度か公民館を借りて集会を開催した経験があったが、参加者の交通の便などを考慮して普段は天満橋にあるエル大阪などを好んで利用するが、そのような好条件の会館には空室がない状況であった。

平成２８年１月１６日、原告川東としては不本意ながらも早急に開催したいと言う瀬戸氏の要望を優先させ、平成２８年３月１３日の午後に東住吉会館を利用する申請をする事にした。（甲第４－１号証）

その申請のすぐ後に、公開討論会の開催が決まった事から瀬戸氏より「公開討論会では、私が関西の皆さんに伝えたい事を語れないので、午後から公開討論会を開催する事にして午前中に講演会を開催すると言う日程にして欲しい」と要望を受けた。

その要望を受けて平成２８年１月１８日に、午後の利用申請をした部屋を全日の利用に変更する利用申請をファックスで送付したが、東住吉会館からは「他の利用申請があって追加予約は出来ません」との連絡が来た。（甲第４－２号証）

その為に東住吉会館とは別の会場を探す事となり、移動時間や移動にかかる電車賃等も考慮し、東住吉会館の近くである事を最優先して会場を探す事となった。そして、原告川東は「大阪市立市民交流センターひがしすみよし」に空室があった事から利用申請をした。（甲第４－３号証）
しかし、その後に「大阪市立市民交流センターひがしすみよし」より連絡があり、「その日は別の予約が入っていて会館が貸し切りになっていました。大変申し訳ありませんが、利用は出来ない状況でした。すいませんが、ご理解下さい。」と丁寧な言葉でお詫びとお断りを伝えて来たので、原告川東はそれを承諾し別の会館を探す事となった。

そして東住吉会館の近くで空室がある会館として見つかったのが、「大阪市立市民交流センターひらの」（以下、「センターひらの」という。）であった。

このような経緯で、原告川東は瀬戸氏の依頼を受けて会館の利用申請を代理で行い、平成２８年３月１３日の午前中を「センターひらの」で、午後を「東住吉会館」で予約する事となった。

そして、その講演会と公開討論会の企画については、インターネット上に告知を出して一般の大衆に宣伝をしていたが、あくまでも主催は瀬戸氏であり、登壇する弁士にも原告川東は入っていなかった。先述した通り、この企画はヘイスピ条例が危険であると考えている人間が、「ヘイスピ条例は危険だ」と訴えかける主旨のものであったので、「ヘイスピ条例は（それほど）危険だと思わない」と考えている原告川東は集会の主旨とは主義主張が違っており、主催者の主義主張と相当な乖離がある原告川東が主催者側の、つまり「ヘイスピ条例は危険だ」と訴える側の弁士になるのはおかしいからである。

ところが、メディアから原告川東に取材の申し込みがあり、「川東さんが会館を借りて集会を開催する事に対して、川東さんに貸すなと言う声が挙がっている。その事について川東さんのコメントを頂戴したい。」と聞いて、驚く事となった。

原告川東は、利用申請を代行しただけであって、原告川東が借りる訳でも原告川東の主催で集会を開催する訳でも原告川東の主義主張を訴えるような主旨の集会を開催する訳でもなかったからである。

又、原告川東は自身が持つインターネット上のＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）であるTwitter（以下、「Twitter」という。）やmixi（以下、「mixi」という。）においても、そのような見解を投稿していた。よって、原告川東が利用申請のみを代行している事や、講演会や公開討論会の主旨が原告川東の主義主張とは違うものである事は、少し調べれば容易に分かる事であった。（以下、平成２８年３月１３日の講演会と公開討論会の企画の事をそれぞれ「講演会」と「討論会」という。又、講演会と公開討論会をまとめて「本件集会」という。）
そのような経緯もあってのでイチイチ説明するような事ではなかったが、親切心から勘違いしている人達に向けて「利用申請はしたが、私が主催者ではない」と説明をする事にした。（甲第４－４号証～甲第４－５号証）
ここで少しだけ原告川東のいわゆる「ヘイトスピーチ」に関する見解を述べておきたいが、原告川東は定義が未定な文言を使用する事は好まない。何故なら、解釈によって同じ文章でも違う意味合いになったりして混乱を招く事になるからである。

例えば「侵略」と言う文言が存在し、頻繁に使用されるが、「侵略」の定義は定まっておらず、国連においては「侵略か否かは国連の安保理が決める」とされている。

ヘイトスピーチなる文言も「侵略」と言う文言と同じように、「それがヘイトスピーチか否かは〇〇の機関が判断する」と言うようになる可能性が高く、そうなれば、その判断や決定が完全に公平公正中立に万人が納得の行くように行われるのかは疑問があるし、世界の歴史や今の現状を見ても、国家権力が国家や政府、時には権力者に対する批判を言論弾圧する光景は珍しくない。いや、珍しくないのではなく、それが当たり前である。

恣意的な運用が絶対に成されない保障、国家権力が都合の悪い言論を弾圧する為に悪用される事がないようにする保障が確保されないのであれば、それは国家権力の暴走に繋がる危険性が払拭出来ない。

道路交通法のように、「時速５０ｋｍ」とか「停止線から前に出ては行けない」「一旦停止すること」みたいな確実性が担保出来る性質のものでは全くない。

よって、いわゆるヘイトスピーチを規制する条例や法律を制定する事については、賛成か反対かで言えば「反対」ではあるものの、逆転の発想をすれば、それを利用して「本当の意味でのヘイトスピーチなるもの」を攻める事も可能である。
我が国において、本当の意味でのヘイトスピーチなるものがあるとすれば、それは天皇陛下に対して不敬な発言をする事であったり、靖国神社に眠られているご英霊に対して「人攫い」「強姦魔」「虐殺魔」などの冤罪をでっち上げる歴史捏造を行う事である。原告川東は当初より、そういった「本当の意味でのヘイトスピーチなるもの」である慰安婦問題や歴史捏造問題、天皇陛下への不敬行為等に対して抗議の声を挙げて来たのであるから、「本当の意味でのヘイトスピーチなるもの」を規制する事には反対するものではない。

原告川東は、日本における最も本質的な「いわゆるヘイトスピーチなるもの」である天皇陛下に対する不敬発言を禁じる「不敬罪」の復活を訴えかけている。

原告川東こそが、真の意味において「ヘイトスピーチ」に対して反対の声を挙げ続けて来た人間である。

原告川東は維新政党新風の党員としてのブログを開設しており、そのブログにおいてもヘイスピ条例について取り上げた記事があるので甲第４－６号証として添付する。
２　被告　泥憲和
原告川東は、被告泥については詳しい事は知っていない。

新聞報道や、インターネット上での検索等などで得た情報などにより、被告泥は兵庫県在住の元自衛隊員であると認識している。

しばしば街宣活動であったり、集団示威行為の場に姿を現し、それを目撃したり、或いは知人を介して歴史認識問題で討論を１度したりした関係である。
政治主張や思想信条的な相違から、政治活動の場では時には対立する事もあるが、原告川東の、自衛隊は憲法違反である、日米安保には反対、米軍基地も在日米軍も要らない、集団的自衛権行使容認も憲法違反であり、それに伴う安全保障関連法案の改正にも反対、人種差別反対、いわゆるヘイトスピーチ反対、等々の政治主張、思想信条等から見れば、被告泥とは相当に政治主張、思想信条的に近しい立場ではないかと考えている。

又、元自衛官であると言う事について、有事の際には日本国民の生命・財産を守る為に自身の命をも犠牲に覚悟を持つ職業に就いていたのであるから、原告は敬意の念を持っている。
そして、被告泥からは天皇陛下や皇族、皇室に対する直接的な不敬発言等も見られないので、原告にとっては被告泥は特段に敵視していない。

第２　被告の不法行為

１　フェイスブックへの投稿記事１
被告泥は平成２８年２月２日午前６時１８分頃に、facebookに甲第５－１号証の記事を投稿した。（以下、「本件投稿１」という。）
被告泥も、本件集会や講演会が原告川東の主催だと勘違いした人間の１人のようで、本件投稿１では間違った認識の下に「川東大了が、ヘイト集会を企画しています。」と記述している。

尚、この「ヘイトスピーチ」なる文言であるが、ヘイスピ条例が可決されるまでは定義が未定だった為に、発言者の考えるヘイトスピーチの定義に基づいて使われる事が多かったが、本件投稿１の時点ではヘイスピ条例が可決されており、「川東がヘイト（スピーチ）集会を企画しています。」と喧伝する行為は、原告川東に対して不法行為を企画している人間であると喧伝する行為と同義であり、原告川東の社会的評価を低下させる行為である。
既に述べている通り、原告川東は、そもそも本件集会を企画していない。
勝手な思い込み、妄想によって原告川東が不法行為であるヘイトスピーチを主旨とする集会を企てていると喧伝した行為は、注意義務を怠り、基本的人権に対する配慮を著しく欠く行為であり、このような他人の名誉に関わる内容を公然と喧伝するのであれば、最低限の下調べを行うべきであるが、被告泥はそのような簡単な下調べもする事無く安易な思い込み、勘違いを元に出鱈目な文章を公然と公開しており、強い非難を免れない。
「この人でなし、差別をニタニタ笑いしながら楽しむふざけ切った人物に」「ヘイトスピーチの蔓延こそが彼らの目的であり」等の文言も被告泥の偏見・悪意・憎悪に満ちた一方的な誹謗中傷であり、原告川東が「在日コリアンを差別して楽しい」「在日コリアンを差別して楽しんでいる」等の発言をした事は無く、原告川東は常に「在日コリアンに対する人種差別を無くす為に活動している」と公言しており、そのような活動を継続して来た原告川東に対して、活動の内容や目的を正反対の主旨に置き換えて虚偽の認識を世間の大衆に植え付けようとした悪質な誹謗中傷・名誉棄損行為であり、原告川東の社会的評価を低下させる行為である。
そして、そのような被告泥の一方的な偏見に基づいて原告川東には公民館を借りる資格がないと述べており、憲法が保障している集会の自由や幸福追求権に基づく人格的利益が原告川東には保障されない、保障する必要がないと公然と喧伝しており、これも又、原告川東の社会的評価を低下させる不法行為である。
被告泥が被告泥なりに考える社会正義はあって良いし、あって当然であるが、この本件投稿１における言論は憲法が保障している範囲を逸脱した不当な人格攻撃である。

又、被告泥の述べるような理屈を被告泥が本当に社会正義だと考えているのであれば、竹島を不法占拠している韓国やその関係団体である大韓民国民団、或いは、日本人を拉致した犯罪国家である北朝鮮の出先機関である朝鮮総連などが、公的な施設を利用する際にも同様の「公民館を貸すな」と言う抗議行動をしていなければ整合性も公平性も存在しない。ある社会正義を唱えるのであれば、それは自分の個人的な私情によって采配されてはならないのであって、被告泥はどう考えても、自身の私情によって被告泥が好意を寄せている人達や勢力には何も言わず、逆に被告泥が好意を寄せている人達や勢力とは相反する立場にある人達や勢力に対してのみ身勝手な社会正義を掲げて不公正に攻撃している。そのようなものは社会正義の名に値する事はなく、本件投稿１は社会正義の仮面を被った、単なる言論弾圧・表現弾圧・集会弾圧に過ぎない。
本件投稿１においては、原告川東の見解を一切紹介しておらず、原告川東の事を何も知らない人間が本件投稿１を見ただけの場合、原告川東の事を「差別が大好きで、差別をするのが好きで好きで堪らない差別主義者」「そんな差別主義者が公民館を借りて差別を楽しむ集会を企画している」と認識する事となる。被告泥は原告川東の見解を知っているはずであり、最低限の紹介をした上で被告泥の見解を述べてこそ、正当な対抗言論となり得る余地はある。

そして、そのような誤った認識を持った善良な市民が、抗議の電話やファックスをセンターひらのや東住吉会館にするようになれば、公務の執行にも妨害を与える事となり、公務執行妨害を公然と呼びかけているのも等しい行為である。
２　フェイスブックへの投稿記事２

被告泥は平成２８年２月２日午後６時４８分頃に、facebookに甲第５－２号証の記事を投稿した。（以下、「本件投稿２」という。）
この投稿内容にも、事実誤認としてヘイスピ条例が「在日特権条例」であるとする認識を原告川東が持っているように記述されているが、原告川東はヘイスピ条例を「在日特権条例」であるとは考えていない。そのように恣意的に運用される恐れが全く無いと考えていた訳ではないが、少なくともその時にはそこまでの危険性があるとは認識していなかったので、原告川東が「ヘイスピ条例は在日特権条例だ」などと言った事はないはずである。

甲第５－２号証では「（　）」によって追記がされているが、当初は「（　）」内の追記がない文章が投稿されていたが、そこに『水平社博物館前において「どえった出てこい」という街頭宣伝を実施したことで有罪判決を受けた人物です』『このような言動で幾度有罪判決を受けても』と記述されていた。
第１当事者の奈良行動に関する説明で述べている通り、原告川東は水平社博物館前での街宣活動で有罪判決は受けておらず、この記述は原告川東に虚偽の犯罪歴をでっち上げる行為であり、刑法が禁じる名誉棄損行為である。

尚、この本件記述２について原告川東は平成２８年５月２５日付で枚方警察署に対して名誉棄損の被疑事実で刑事告訴している。（甲第６－１号証～甲第６－２号証）

原告川東は平成２７年４月の統一地方選挙の際に枚方市議会議員選挙に立候補しているので、原告川東の犯罪に関する事実の摘示については「公共の利害に関わる内容」とされ、その事実が真実の証明があれば違法性が阻却されるが、被告泥による「有罪判決を受けた」なる犯罪歴に関わる事実の摘示は真実ではない。
又、公選の公務員の候補者に関わる名誉棄損は、当然であるが有権者の判断を誤らせる行為であって、日本国の国家体制である民主主義制度の根幹を破壊する最も許されざる行為である。被告泥が枚方市の有権者を欺く為に本件投稿２を或いは意図的に虚偽だと知って投稿したのかどうかは原告川東は知るよしもないが、そのような民主主義制度の根幹を破壊する行為をし、その行為によって生じた被害の回復を図りもしない人間が、人権を守るとか全く信憑性がないのは明白である。

そして、この本件投稿２の名誉棄損行為は原告川東に貴重な１票を投じて下さった１２２６名の枚方市の有権者に対しても侮辱を成す行為である事を付け加えておく。

３　Twitterへの投稿記事３
被告泥は平成２８年３月４日Twitterに原告川東の投稿文に対してコメントを投稿すると言う形態で甲第５－３号証の記事を投稿した。投稿記事は５つあり、１～２つ目は原告川東による投稿であり、その１～２つ目の後に被告泥が３つ目の投稿（以下、「本件投稿３－３」という。）を行い、本件投稿３－３の後に原告川東が４つ目の投稿を行い、その４つ目の投稿の後に被告泥が５つ目の投稿（以下、「本件投稿３－５」という。）を行ったものである。（原告川東の投稿も、以下、投稿された順番に合わせて「本件投稿３－１」「本件投稿３－２」「本件投稿３－４」という。）
原告川東は被告泥のfacebookの記事を知ったのは投稿された日から約１か月程後の事で、本件投稿１及び２を閲覧した際に刑事告訴の方針を固め、その旨を被告泥の個人名は伏せて投稿した。（本件投稿３－１）

その後に本件投稿３－２を投稿した。

すると被告泥は自分の名前が名指しされた訳ではないが、身に覚えがあったようで自身の本件投稿１や２に関連して刑事告訴されるのだと分かったと思われ、本件投稿３－３の文章を投稿した。

しかし、そこで被告泥は『「敗訴」が「有罪」になっても傷つく名誉はなかろうと思いますが。』と投稿した。

本件投稿３－２でも述べているように、民事訴訟においては１円でも請求が認められるならば、それは不法行為があった事を認めた事であり、敗訴と評価される場合もあるが、判決文に「原告の勝ち」や「被告の勝ち」と言った勝敗を明確に記述した文言は書かれない。訴訟の内容によっては、１０００万の請求に対して１００万円の支払いが命じられても時には原告が勝訴したように評価される場合もあるし、逆に被告側の実質勝利みたいに評価される場合などある。判決内容に納得すれば原告も被告も双方が「満足の行く結果だ」となる場合もあるだろう。
勿論、原告川東としては水平社博物館に提訴された民事訴訟は、社会通念上で評価すれば原告川東の敗訴だとの認識を持っている。別に勝訴していると強弁するつもりはない。

しかし、民事訴訟の「敗訴」は解釈の余地のある表現であるのに対して「有罪」は何らかの犯罪行為・違法行為に及び、検挙されて起訴され、刑事裁判を受けた結果「貴方は犯罪者である」と司法の判断が下された事を意味する文言で、当然であるが、刑事事件による「有罪判決」を受けた犯罪者と、民事訴訟で請求の一部が認められた人間とでは、社会からの評価は全く違うものである。
しかし被告泥は原告川東には虚偽の犯罪歴をでっち上げても、それ以上に低下するような社会的評価は無いと公然と述べたのである。

これは原告川東に対して幸福追求権に基づく人格的利益、つまり基本的人権を根底から侵害する人権侵害行為に他ならず、この本件投稿３－３によって被った精神的苦痛は甚大であった。

被告泥は（社会通念上の解釈で言う所の）「敗訴」を受けた原告川東の事を、『分かりやすくするために「有罪」という語を使いました』と述べているが、到底、許される表現でも、正当な言論・表現でもない事は明白である。

念の為に本件投稿３－５も証拠資料として添付しているが、特に本件投稿３－５については問題視するつもりはない。ただし、原告川東が間違いを指摘した際に、真摯に自分の間違いを認め、謝罪し訂正する等の態度を取っていれば、原告川東は殊更に攻め立てるものではなかったが、全く無反省な態度であるばかりか、挑発的な態度を取った事は本訴を提起する一因となった事を述べておく。
４　被告泥の社会的地位に鑑みた影響力について
被告泥を刑事告訴した告訴状（甲第６－１号証）の５ページ、６ページにもあるように被告泥は新聞にて記事となったり、講演会で講師を務めたり、或いは『安倍首相から「日本」を取り戻せ！！』と題した本を出版したりとしている人物である。

インターネット上の検索サイトである「google」にて「泥憲和」で検索をすると、約３万件の件数が検索される人物であり、一般的な社会通念で言えば新聞に取り上げられたり、本を書いたり、講演会で講師を務めるような人と言うのは、権威があるように評価され、そのような人物の言説は無名の人間とは信用される度合いが大きく違ってくる。被告泥のそのような社会的地位に鑑みると、本件投稿１～３によって喧伝された内容と言うのは、何処の誰かも分からない匿名の発言とは違って、一般の大衆から「新聞に掲載されているような人の言う事だから間違いはないだろう」「本を書くような人だから、この人は正しい事を言ってる」と安易に信じられ易い。
又、被告泥は元自衛官と言う事もあるので、更にその言説の影響力には信用性や信憑性を与える。
そのような社会的信用が極めて高い「権威」のある立場にある被告泥が行った本件投稿１～３は、通常の人間が同じ内容の文言を投稿した場合よりも遥かに被害を大きく甚大にさせる事は明らかである。
５　原告川東の受けた損害

原告川東は、被告泥による本件投稿１～３により、請求の原因の通り、名誉棄損の被害を受け、著しい社会的評価の低下の損害を被り、大きな精神的苦痛を受けた。

よって、被告泥の上記行為により蒙った社会的、精神的損害に対する損害賠償並びに慰謝料として、被告泥に対して金１５０万円とこれに対する遅延損害金を請求する。
第３　その他の背景事情

１　奉仕である護国活動に対する侮辱行為

原告川東は平成２１年７月頃から、在特会の関西支部長となり、在日韓国・朝鮮人に対する不当な差別の撤廃を目指してボランティア活動に尽力して来た他にも数多くの活動をして来た。

ある時は、不法な示威行為をする犯罪者集団に対し抗議を行い、防犯や治安の回復に貢献し、ある時は、行政が事実無根の歴史捏造を流布して差別を推進している不法行為に対して、証拠を提示して誤りを指摘し改善を求める等の取り組みを行い、ある時は、日本国民の総意に基づく日本國そのものである天皇陛下を侮辱する集会やデモに対して抗議活動を行い、ある時は、所謂「従軍慰安婦」の強制連行や性奴隷制度の問題で韓国や朝日新聞の創作した歴史捏造によって日本国の名誉が毀損されたり、国民の税金が嘘つきの自称慰安婦の連中に使われないように抗議活動、周知活動、勉強会等を行い、拉致事件の早期解決を願っての署名活動や違法な賭博産業であるパチンコの廃止を求める活動等も行い、その奉仕活動は多岐多様にわたっている。

その全ての奉仕活動は、賃金や報酬の為に行ったのではなく、義憤から行動している。

又、その義憤の根底となっているものは、愛国心であり、正義である。

このように、日本国に生まれ、祖国を愛し、祖国の名誉を守ろうとし、又、祖国の国益、主権、領土、人民を護り、日本国民の安全で平和な生活を求め、そして、「美しい国、にっぽん」を次の世代に残したいとの思想・信条によって奉仕活動を続けて来た。

被告泥の本件投稿１～３は、そのような名誉ある原告川東の活動を事実無根の虚偽の流布によって侮辱するものである。

２　言論・表現の自由、集会の自由、政治主張の自由に対する妨害行為
言論・表現の自由や集会の自由は日本国憲法第２１条で認められた国民の権利である事は言うまでもない、しかしながら、本件投稿１乃至２は、それら言論・表現の自由や集会の自由に対する妨害行為である。

第４　結語
したがって、原告川東は、民法７０９条及び７１０条に基づき、請求の趣旨に記載の判決を求めて本訴を提起する。
　

証拠方法

甲１－１　京都行動について述べたもの
甲１－２　京都朝鮮学校公園占用抗議事件のWikipediaを印刷したもの

甲１－３　朝鮮学校の記念式典の案内を印刷したもの

甲２　　　徳島県教組との民事訴訟の為に作成した答弁書
甲３　　　水平社博物館との民事訴訟の際に提出した準備書面（１）
甲４－１　東住吉会館からのファックスを印刷したもの
甲４－２　東住吉会館からのファックスを印刷したもの

甲４－３　センターひがしすみよしからのファックスを印刷したもの

甲４－４　行動する保守運動カレンダーに投稿した告知文

甲４－５　テレビで報道された画面を印刷したもの

甲４－６　原告川東のブログを印刷したもの

甲５－１　本件投稿１を印刷したもの

甲５－２　本件投稿２を印刷したもの

甲５－３　本件投稿３－１乃至３－５を印刷したもの

甲６－１　被告泥を名誉棄損の被疑事実で告訴した告訴状

甲６－２　甲６－１の告訴に対する処分通知書を印刷したもの
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甲第１－１号証
京都朝鮮学校都市公園法違反事件糾弾行動について
まず最初に京都朝鮮第一初級学校による勧進橋児童公園不法占拠事件については、インターネット上のサイト「Wikipedia」（甲第１－２号証）に事件内容が掲載されている。
そこに掲載されている通り、朝鮮学校の校長は都市公園法違反の被疑事実で起訴され有罪判決を受けている。

本来、児童や子供達が遊ぶ為に設けられた児童公園に朝鮮学校は危険なサッカーゴールや朝礼台、１００ボルトの放送設備を無許可かつ違法・不法に設置していた。実際にサッカーゴールが転倒する等による事故もしばしば起きており、そのような危険な設置物を発見すれば、国の未来、国の宝そのものである子供達の生命を守る為に排除するのは当然の事である。原告川東達は違法に設置された危険物を除去したのである。

まず事件に至る経緯であるが、Wikipediaに掲載されている通り近隣住民からの悲痛な救済を求めるメールが在特会の関西支部に寄せられた。その情報によれば朝鮮学校が児童公園を自分の学校の運動場として使用しており、子供達が遊べない。或いは、日本人の子供達が排除される。更には禁止されている火器を使用した焼肉であったり、酒の販売等を行う事などもあるとする内容で、朝鮮学校による日本人へ対するヘイトクライムや犯罪行為を何とか是正・糾弾して貰えないだろうかと言うものであった。

平成１８年１０月２２日に朝鮮学校は「京都朝鮮第一初級学校創立６０周年記念式典」を開催しているが、その際の案内のチラシには式典会場として勧進橋児童公園を厚かましくも「京都朝鮮第一初級学校　運動場」と記載している。（甲第１－３号証参照）
近隣住民の救済を求めるメールを受けて、在特会のメンバーが現地調査を行い、メールの内容が事実（真実）である事を確認する事となり、対応を考える事となったが、在特会としては平和的解決を模索し、平成２１年１１月２１日に京都の朝鮮総連本部前で行った街宣活動の際に「朝鮮学校が長年に亘り目の前にある勧進橋児童公園を不法占拠して運動場として使っているが、今月中に違法に設置している物を撤去し、不法占拠を止めれば勘弁してやる」と譲歩を示した。

そのような平和的解決の譲歩案を朝鮮学校は拒否し、不法占拠を止める事をせずに、危険な違法設置物の放置を継続した為に、在特会は早急に危険な違法設置物の除去に取り組まないと何の罪もない子供達が危険な設置物の犠牲になると危惧し、平成２１年１２月４日に奪還活動を決行したものである。
尚、その際にも最後の最後まで平和的解決を望んだ在特会側は「違法設置物はあんたらのモンやろ？それを（校内の敷地に）運んであげるから、門を開けて」と訴えたが、朝鮮学校は危険な違法設置物の除去・撤去に応じる事もなく、更には在特会側のメンバーが「ここは子供達が遊ぶ為の公園やぞ」との抗議に対して「それがどないしたんや」と盗人猛々しい無反省な暴言を吐きかけて来た。

繰り返し平和的な解決を望んでいた在特会側の気持ちを朝鮮学校は一切汲むことはせず、更には自分達の行っている都市公園法違反と言う犯罪行為を微塵も反省せず、その犯罪行為、日本人に対するヘイトクライムを継続しようとした為に、もはや話し合いによる解決も平和的な解決も不可能となり、実力行使をもって勧進橋児童公園の平和・安全を奪取するしかなくなったものである。

そして原告川東は第二種電気工事士の免状を持ち、且つ、電気工事業を営んで生計を立てている人間である事から、朝鮮学校が違法に設置していた１００ボルトの放送設備を見て、その危険性を瞬時に見抜き驚愕した。いつ感電事故が起きて子供が殺されてもおかしくない状況であったからである。

具体的に説明すると、接地が取られていなかった事、電線が保護管に入っていなかった事、そして電線が造営材に堅牢に支持されていなかった事、そして、漏電が生じた際に電路を遮断する漏電遮断器が設置されているかが不明だった事などである。
又、その電路は朝鮮学校の屋上から道路を跨いで架空で配線されていたものであるが、このような配線は雷雨の際、その電線に落雷があり、その電気が電路やその周辺にいる児童を感電させる危険性が存分にあるものであり、電気工事で生計を営んで来た人間として、そのような殺人を目的としたとしか思えないような危険な電気配線を放置する事は出来なかった。

ここで述べておくが、朝鮮学校は学校教育法が定める一条校ではない。その為に朝鮮学校を卒業しても義務教育を受けた事にはならない。たとえ朝鮮大学校まで進学し卒業したとしても、日本の義務教育を受けた資格が得られない。
日本の殆どの企業は、最終学歴として義務教育を受けている事を条件にしており、朝鮮学校を卒業した人間の殆どは、就職先が極めて限られる事となり、つまりは朝鮮学校は卒業生の就職先の選択肢を極端に狭めてしまう存在である。その為に朝鮮学校の卒業生は朝鮮総連の職員であったり、朝鮮学校の教職員であったり、義務教育を卒業していなくても出来る仕事・職業に就かざるを得なくなる。

そして、現実問題として朝鮮学校の卒業生が犯罪に手を染める率は極めて高くなっている。そのような背景事情から朝鮮学校とは、そこに通う朝鮮人子弟の未来を奪う存在であると言っても過言ではない事も付記しておく。

この京都行動の後、朝鮮学校は刑事告訴をし、平成２２年８月１０日に威力業務妨害罪等の被疑事実で原告川東は逮捕され、その後に起訴され執行猶予付きの有罪判決を受けた。又、京都行動の後に企画された集団示威行為に対して朝鮮学校側から仮処分の申し立てがなされ、その仮処分に反する形で集団示威行為を行った事などから、朝鮮学校から民事訴訟を提訴され、朝鮮学校の請求の一部が認められる判決が出ている。

本訴は、京都行動について審判するものではないので、必要以上に京都行動の説明は必要ないと思われるが、本訴にも関係すると思われるので背景事情の一つとして説明を述べておく。
甲第１－３号証
[image: image1.jpg]REBFAE—MRFREI6OATFRRIAR &
R

7 4 } % ‘«m
\ . ' -7

™™

/

- \\ . fgﬁ it
? % l*:’i;%a
:
- - : =
% $ £ 4 {g "i
'/

RIS E-RAR
b O ]

R G )




